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裁決評釈 

広大地の評価 

－国税不服審判所平成 19 年 7 月 9 日裁決（裁決事例集 74 号 326 頁）を素材として－ 

 

税務大学校副校長 

岩 﨑 吉 彦  

 

◆SUMMARY◆ 

財産評価基本通達 24－4 は、その地域における標準的な宅地の地積に比して著しく地積が

広大な宅地で開発行為を行うとした場合に公共公益的施設用地の負担が必要と認められるも

のについて定めている。そして、このような土地の評価方式は、平成 16 年に、現在のよう

な評価方式に改正された。 

本稿は、広大地からマンション適地等を除くこととした上記改正の後、その相当性を判断

した初めての公表裁決を取り上げ、同改正後の評価方式について解説するとともに、その妥

当性を検証するものである。（平成 24 年 3 月 28 日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 

 

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、税

務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見解を示

すものではありません。 
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１ 事案の概要 

 本事案は、審査請求人（以下「請求人」と

いう。）が、相続により取得した 1,279.03 ㎡

の土地（以下「本件土地」という。）の価額は

財産評価基本通達（平成 16 年 6 月 4 日付課

評 2－7 による改正後のもの(1)。以下「評価通

達」という。）24－4《広大地の評価》（以下

「広大地通達」という。）の定めを適用して算

出した評価額が相当であるなどとして更正の

請求を行ったところ、原処分庁が、本件土地

については、広大地通達を適用すべきではな

いとして、更正をすべき理由がない旨の通知

処分等を行ったことから、請求人が、これら

の処分は違法であるとして、同処分等の全部

の取消しを求めたものである。 

 したがって、本事案の争点は、本件土地が

広大地通達に定める広大地（以下、単に「広

大地」という。）に該当するか否か(2)である。 

 そして、この争点に関し、請求人は、本件

土地は、その地積が著しく広大であり、近隣

の標準的な分譲面積である100㎡から120㎡

で本件土地を画地割すると、幅員 4ｍの通り

抜け道路が必要となり、この通り抜け道路用

地は、広大地通達に定める公共公益的施設用

地に該当するから、広大地として評価すべき

であって、原処分庁が示す画地割は、分割後

の各土地の評価において不整形地等の補正を

要し、分割後の合計評価額が分割前のそれを

下回るから、不自然で、標準的な画地割とい

えない旨主張した。一方、原処分庁は、本件

土地は、原処分庁が示す画地割案によれば、

通り抜け道路のような公共公益的施設用地と

なる地積を生じさせることなく開発許可を受

けることができ、また、請求人が主張する画

地割は道路用地として206㎡に相当する土地

の負担が生じ、有効宅地面積は 1,073 ㎡にと

どまるから、原処分庁が示す画地割案に比し

て必ずしも経済的に合理的であるとは認めら

れず、したがって、本件土地は、開発行為を

行うとした場合に、公共公益的施設用地の負

担が必ずしも必要と認められないため、広大

地通達に定める広大地に該当しない旨主張し

た。 
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２ 裁決の要旨 

⑴ 広大地通達でいう評価宅地の属する「そ

の地域」 

広大地通達でいう評価宅地の属する「そ

の地域」（以下、単に「『その地域』」という。）

とは、①河川や山などの自然的状況、②行

政区域、③都市計画法による土地利用の規

制など公法上の規制等、④道路、⑤鉄道及

び公園など、土地の使用状況の連続性及び

地域の一体性を分断する場合がある客観的

な状況を総合勘案し、利用状況、環境等が

おおむね同一と認められる、ある特定の用

途に供されることを中心としたひとまとま

りの地域を指すものと解すべきである。 

⑵ マンション適地を広大地から除く旨を定

めている広大地通達の相当性等 

広大地通達は、中高層の集合住宅等の敷

地用地に適している宅地（以下「マンショ

ン適地」という。）を広大地から除く旨定め

ている。これは、ある広大な宅地について、

戸建住宅分譲用地として開発した場合には

道路等の潰れ地が生じるとしても、マンシ

ョン等の敷地のように細分化せずに一体と

して有効利用できる場合には、地積が広大

であることによる減価を行う必要がないと

いう趣旨によると解され、この定めは相当

である。 

ここで、ある宅地がマンション適地に該

当するかについては、用途地域・建ぺい率・

容積率、地方公共団体の開発規制等の状況、

交通、教育、医療等の公的施設や商業地へ

の接近性等の社会的・経済的・行政的見地

からそう認められる場合や「その地域」が

現にマンション等の敷地としての利用に地

域が移行しつつある状態で、その移行の程

度が相当進んでいる場合をいうものと解す

るのが相当である。 

⑶ 本件土地の広大地該当性 

本件土地が属する「その地域」は、①幹

線道路の沿道であり第二種住居地域に指定

され、沿道の後背地にある主に第一種中高

層専用住居地域の住環境を保護する効果を

もたらしている地域であること、②商業・

文化機能等を強化した建築物の誘導等を推

進する地域であり極めて交通の便が良く中

高層の集合住宅等の他、大規模な店舗や事

務所の建築に適した地域であること、③現

に、戸建住宅の他、アパート、マンション、

店舗併用集合住宅等の中高層の集合住宅及

び事務所、大規模な店舗等の商業施設が混

在している地域であること、④建築物の建

築をするために開発許可が必要となる地積

500 ㎡ 以上の土地に係る建築物の建築状

況をみると集合住宅等や商業施設等が建築

されている状況にあり、特に、本件土地と

規模、形状、接道状況が酷似する南側道路

の向かいの土地には 7階建ての分譲マンシ

ョンが建築されていることから、本件土地

は、社会的・経済的・行政的見地から総合

的にみてマンション適地に該当する。 

したがって、本件土地は広大地に該当し

ない。 

⑷ 請求人及び原処分庁の主張について 

請求人及び原処分庁は、本件土地が広大

地に該当するか否かについて、ともに戸建

分譲を前提とした公共公益的施設用地の負

担の必要の有無について主張する。しかし、

本件土地はマンション適地に該当するから、

戸建分譲を前提とした請求人及び原処分庁

の主張は、いずれもこれを採用できない。 

 

３ 評 釈 

⑴ 評価の原則 

相続税法 22 条《評価の原則》は、相続

により取得した財産の価額は、特別の定め

がある場合を除き、当該財産の取得の時に

おける時価による旨規定しており、ここで

いう「時価」とは、相続開始時における当

該財産の客観的な交換価値、すなわち、不

特定多数の独立当事者間の自由な取引にお
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いて通常成立すると認められる価額をいう

ものと解されている(3)。 

もっとも、客観的な交換価値といっても、

その評価は必ずしも容易でなく、また、納

税者間でその評価が区々となることは課税

の公平を損なうことになりかねないので、

課税実務においては、原則として、評価通

達の定めによって評価した価額を時価とす

ることとしている(4)(評価通達 1《評価の原

則》）。なお、同通達は、「時価とは、課税時

期において、それぞれの財産の現況に応じ、

不特定多数の当事者間で自由な取引が行わ

れる場合に通常成立すると認められる価額

をい」うことを明らかにした上で、財産の

評価に当たっては、その価額に影響を及ぼ

すべき全ての事情を考慮することとしてい

る（同）。 

そして、評価通達が定める評価方法が合

理的であることは、多くの裁判例が認める

ところであり(5)、評価通達に定める評価方

法により画一的に財産の評価を行うことは、

税負担の公平・効率的な租税行政の実現と

いう観点からみて合理的であり、これを形

式的に全ての納税者に適用して財産の評価

を行うことは、一般的に、租税負担の実質

的な公平を実現し、租税平等主義にかなう

ものである（東京高判平 18.3.28・税資 256

－10355(6)参照）。 

⑵ 土地の評価 

イ 土地の価額は、宅地、農地、山林、原

野等の地目（地目の判定は、不動産登記

における取扱いに準じる。）の別に評価す

る（評価通達 7《土地の評価上の区分》）。

また、宅地の価額は、利用の単位となっ

ている 1 区画の宅地を評価単位とする

（同 7－2《評価単位》）。都市計画法にお

いては、「区画」は道路、河川、水路等に

よって区画された一団の土地を指す(7)が、

ここでは、「利用の単位となっている」の

要件が加わっているので、多くの場合、

都市計画法の区画よりもさらに限定され

た部分が評価単位となる。 

ロ 地積は、課税時期における実際の面積

による（評価通達 8《地積》）。 

ハ 宅地の評価は、原則として、市街地的

形態を形成する地域にある宅地は路線価

方式、それ以外の宅地は倍率方式により

それぞれ行う（評価通達 11《宅地の評価

の方式》）。 

なお、路線価方式とは、その宅地の面

する路線に付された路線価を基とし、評

価通達 15《奥行価格補正》から同 20－5

《容積率の異なる 2 以上の地域にわたる

宅地の評価》までの定めにより計算した

金額により評価する方式をいい（同 13

《路線価方式》）、また、倍率方式とは、

その宅地の固定資産税評価額に国税局長

が一定の地域ごとにその地域の実情に即

するように定める倍率を乗じて計算した

金額により評価する方式をいう（同 21

《倍率方式》）。 

ニ 路線価は、宅地の価額が概ね同一と認

められる一連の宅地が面している路線 

（不特定多数の者が通行できる道路をい

う。）ごとに、当該路線に接する宅地で、

①その路線のほぼ中央部にあること、②

その一連の宅地に共通している地勢にあ

ること、③その路線だけに接しているこ

と、④その路線に面している宅地の標準

的な間口距離及び奥行距離を有する矩形

（くけい）又は正方形のものであること

の全ての事項に該当するものについて、

国税局長が評定した 1 ㎡ 当たりの価額

として設定される（評価通達 14《路線

価》）。 

路線価方式における宅地の価額は、概

略、その宅地が面する路線の路線価に地

積を乗じた金額に、当該宅地の形状・状

況及び路線との位置関係に応じて、奥行

価格補正、不整形地補正、側方路線影響
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加算等の必要な調整を施した価額によっ

て評価される（ただし、それらの具体的

な計算手順は一律ではない。同 15《奥行

価格補正》～同 20－5《容積率の異なる

2 以上の地域にわたる宅地の評価》）。 

⑶ 広大地の評価 

イ 広大地通達は、その地域における標準

的な宅地の地積に比して著しく地積が広

大な宅地で開発行為を行うとした場合に

公共公益的施設用地の負担が必要と認め

られるものの評価の方法について定めて

いる。 

評価通達における広大地の評価につい

ては、平成 16 年まで、広大地の地積か

ら公共公益的施設用地となる部分の地積

を控除したものの広大地の地積に対する

割合（有効宅地化率）を奥行補正率の代

わりに用いるという方式(8)を採っていた

が、平成 16 年 6 月 4 日付けで評価通達

が改正され、広大地の地積から広大地補

正率を機械的に計算できる現在の方式と

なった。この改正の趣旨について、平成

16 年 6 月 29 日付国税庁資産評価企画官

情報 2号（以下「平 16情報」という。）

には、それまでの広大地の評価方法は、

公共公益的施設用地の地積の算定に当た

り、開発想定図等を作成する必要があり、

専門知識が必要なため苦慮する事例が多

かったこと、広大地通達によらず鑑定評

価に基づき申告又は更正の請求をする事

例が目立つようになってきたことから、

（より簡便な方法で妥当な評価を行える

よう）広大地の評価方法が見直されたと

記述されている（平 16情報 2）。 

なお、広大地通達については、広大地

に該当するかどうかを判定する場合の考

え方について整理するために発遣された

平 16 情報の他、更なる考え方の統一性

を図るために平成 17年 6月 17日付国税

庁資産評価企画官情報 1号（以下「平 17

情報」という。）が発遣されている。 

ロ 広大地通達における広大地の評価の方

法は、次のとおりである(9)。すなわち、

その地域における標準的な宅地の地積に

比して著しく地積が広大な宅地で開発行

為を行うとした場合に公共公益的施設用

地の負担が必要と認められるもの（評価

通達 22－2《大規模工場用地》に定める

大規模工場用地に該当するもの及び中高

層の集合住宅等の敷地用地に適している

もの（その宅地について、経済的に最も

合理的であると認められる開発行為が中

高層の集合住宅等を建築することを目的

とするものであると認められるものをい

う。）を除く。）の価額は、その広大地が

路線価地域に所在する場合には、原則と

して、その広大地の面する路線の路線価

(10)に、評価通達 15《奥行価格補正》から

20－5《容積率の異なる 2 以上の地域に

わたる宅地の評価》までの定めに代わる

ものとして次の算式により求めた広大地

補正率(11)を乗じて計算した価額にその

広大地の地積を乗じて計算した金額によ

る（広大地通達⑴）。 

広大地補正率=          

0.6－0.05×(広大地の地積÷1,000 ㎡) 

また、その広大地が倍率地域に所在す

る場合には、原則として、その広大地が

標準的な間口距離及び奥行距離を有する

宅地であるとした場合の 1 ㎡ 当たりの

価額を路線価として、路線価地域に所在

する場合の計算方法に準じて計算した金

額がその価額となる（広大地通達⑵）。 

ただし、この式が適用されるのは地積

が 5,000 ㎡ 以下の広大地に限られ、地

積が 5,000 ㎡ を超える土地に適用する

場合には広大地補正率は 0.35 が下限と

なる（同注 3）(12)。 
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ハ 広大地補正率の考え方について、平 16

情報は、広大地補正率が 1 ㎡ 当たりの

鑑定評価額が正面路線価に占める割合を

基として算出されており、土地の形状、

路線との位置関係などの土地の個別要因

の事情補正は基とした鑑定評価の段階で

既に考慮されていることから、広大地補

正率を適用する土地について、評価通達

15 から 20－5 までの事情補正について

の定めを適用しないこと、及び、同様の

理由から評価通達 24－6《セットバック

を必要とする宅地の評価》も適用しない

ことを記述している（平 16情報 3⑸）。 

⑷ 広大地の要件 

広大地通達に定める広大地の要件は、文

理的に、①その地域における標準的な宅地

の地積に比して著しく地積が広大な宅地

(13)であること、②開発行為を行うとした場

合に公共公益的施設用地の負担が必要と認

められること、③評価通達 22－2《大規模

工場用地》に定める大規模工場用地に該当

しないこと、④マンション適地に該当しな

いこと、の 4 つの重畳的要件に整理できる。

ただし、これらは、後述のように完全に独

立した要件ではなく、③の要件を除いて相

互に関連を有している(14)。 

イ 要件①（その地域における標準的な宅

地の地積に比して著しく地積が広大であ

ること）について 

(ｲ) その地域における標準的な宅地の地

積は「その地域」の範囲に依存するか

ら、この要件の判定のためには、まず

「その地域」の範囲を特定することが

必要となる。 

 「その地域」とは、評価対象の土地

を含む地域で、評価対象の土地に適用

される路線価が設定された「宅地の価

格が概ね同一と認められる一連の宅

地」を中心として、宅地の利用状況が

概ね同一と認められる範囲の地域を

いう（金沢地判平 18.4.10・税資 256

－10361）。「その地域」の範囲は、必

ずしも、その範囲内の売買実例により

時価が把握できることを要するもの

ではない（前掲金沢地判平 18.4.10(15)）。

より具体的には、「その地域」は、①

河川や山などの自然的状況、②行政区

域、③都市計画法による土地利用の規

制など公法上の規制等、④道路、⑤鉄

道及び公園など、土地の使用状況の連

続性及び地域の一体性を分断する場

合がある客観的な状況を総合勘案し、

利用状況、環境等が概ね同一と認めら

れる、ある特定の用途に供されること

を中心としたひとまとまりの地域を

いう（国税不服審判所平 18.12.8 裁

決・裁決事例集 72－565参照）。なお、

実務的には、「その地域」の範囲は、

不動産鑑定評価基準における「近隣地

域(16)」の範囲と基本的に同じであると

理解されている。 

なお、本裁決もこの考え方を踏襲し

ている（上記 2(1)）。 

(ﾛ) 「著しく地積が広大な」は、いわゆ

る不確定概念(17)であり要件事実論で

いうところの評価的要件(18)の一種で

ある。この「著しく」が具体的に何倍

くらいを指すのかが問題となるが、こ

の要件が定められている趣旨は、地積

がその地域における標準的な地積と同

程度である土地については、公共公益

的施設用地を負担してまでさらに細分

化して開発する必然性が乏しいから、

そのような土地を広大地通達の適用対

象から除外するためであると考えられ、

そうすると、「著しく」の要件は厳格に

解する必要はなく、地積がその地域に

おける土地の標準的な地積よりも有意

に広大であれば足りると解される（前

掲金沢地判平 18.4.10参照）。また、標
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準的な地積の土地に画地割する際の公

共公益的施設用地の負担を問題とする

のであるから、少なくとも、標準的な

宅地の地積の 2倍にも満たないような

地積の土地は通常この要件に該当しな

いであろう（これは、いうまでもなく

2 倍以上が要件であるという意味では

ない(19)。）。 

 なお、著しく広大であるかどうかの

判定は、土地上の建物の有無にかかわ

らず、当該土地の規模により判定され

る（平 17情報 1注書）。 

(ﾊ) 平 16情報は、広大地に該当するもの

の例示として、「普通住宅地区等に所在

する土地で、各自治体が定める開発許

可を要する面積基準（以下「開発許可

面積基準」という。）以上のもの」を掲

げている。平 16 情報はこの条件を例

示としているが、この条件の裏、つま

り、各自治体が定める開発許可を要す

る面積基準“未満”の土地は、次の要

件②との関係において、公共公益的施

設用地の負担の義務を負わず広大地評

価を適用する必要がないことから、原

則として広大地に該当しない。 

 広大地の地積については、開発許可

面積基準以上と上記(ﾛ)の要件があり、

これら地積についての要件を集約する

と、「開発許可面積基準以上であり、か

つ、その地域における標準的な宅地の

地積に比して著しく地積が広大な宅地

であること」となる。したがって、開

発許可面積基準以上であっても、その

地積が地域の標準的な規模である場合

には、当然、広大地に該当しない。し

かし、逆に、開発許可面積基準未満で

あっても、その地積が地域の標準的な

規模に比して著しく広大であれば、後

述（ロ（要件②）(ﾆ)）のように広大地

に該当する場合がある。 

ロ 要件②（開発行為を行うとした場合に

公共公益的施設用地の負担が必要と認め

られること）について 

(ｲ) 「開発行為」は、都市計画法からの

借用概念で、主として建築物の建築又

は特定工作物の建設の用に供する目的

で行なう土地の区画形質の変更をいう

（都市計画法 4条《定義》12項）。こ

こで、「区画の変更」は、区画を形成す

る道路、河川、水路等の廃止、付替、

又は新設等により一団の土地利用形態

を変更することをいい、「形質の変更」

は、切土・盛土を行う造成行為（形の

変更）又は農地・山林等宅地以外の土

地を宅地とする行為（質の変更）をい

う(20)。したがって、単に土地登記簿上

で土地を合筆又は分筆することや建築

工事に伴う土地の掘削等は「区画形質

の変更」に含まれない。また、マンシ

ョン建設は、「区画形質の変更」を伴わ

ず、開発許可も必要としないことが通

例であり、この場合も「開発行為」に

該当しない。 

(ﾛ) 「開発行為を行うとした場合」は、

宅地として経済的に最も合理的である

と認められる開発行為を行う場合と解

するべきであり(21)、経済的に最も合理

的であるか否かは、評価対象の土地及

びその周辺の土地の利用状況等に照ら

して判断するべきである（前掲金沢地

判平 18･4･10(22)）。つまり、広大地通

達による評価の前提として想定する開

発行為は、公共公益的施設用地の負担

をしたとしても画地割による戸建分譲

が宅地として経済的に最も合理的な利

用方法であると認められる場合におけ

る開発行為をいうのであるから、画地

割による戸建分譲が宅地として経済的

に最も合理的である利用方法でない場

合は、ここでいう「開発行為を行うと
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した場合」には該当しないと解すべき

である。 

(ﾊ) 「公共公益的施設用地」は、都市計

画法 4 条《定義》14 項に規定する道

路・公園等の公共施設の用に供される

土地、同法施行令 27 条に掲げる教育

施設・医療施設等の公益的施設の用に

供される土地等、開発行為の許可を受

けるために必要とされる施設の用に供

される土地をいう（広大地通達注 1）。 

 「公共公益的施設用地」には、ごみ

集積所のような小規模なものも該当す

るが、広大地について奥行価格補正等

の通常の補正では十分でない場合にそ

れらに代えて広大地補正を行うとの広

大地通達の趣旨から、「公共公益的施設

用地の負担」は、道路の築造を伴う相

当規模の公共公益的施設用地の負担に

限定されると解するのが相当である。

したがって、ごみ集積所等の小規模な

施設のみの開設が必要な土地は、「公共

公益的施設用地の負担がほとんど生じ

ないと認められる土地」に該当し、広

大地には該当しない（平 17情報 3）。 

 また、平 16 情報は、公共公益的施

設用地の負担がほとんど生じないと認

められる土地として「道路に面してお

り、間口が広く、奥行きがそれほどで

はない土地」を例示し、「二方、三方及

び四方が道路に面している土地」も同

様としている（平 16情報 3(2)）。 

(ﾆ) 「公共公益的施設用地」の定義から、

公共公益的施設用地の負担が必要であ

るとの要件は開発行為の許可を受ける

ことが前提となるので、上記イの(ﾊ)の

とおり、地積が開発許可面積基準(23)以

上であることが、原則的な要件となる。 

 なお、平 16 情報は、「ミニ開発(24)

分譲が多い地域に存する土地について

は、開発許可面積基準（例えば、三大

都市圏 500 ㎡ ）に満たない場合であ

っても、広大地に該当する場合がある」

と記述している（平 16情報 3⑵）。こ

れは、建築基準法によって建築物の敷

地は道路（同法 42 条 1 項に規定する

道路）に 2メートル以上接しなければ

ならないとされていることから（同法

43条 1項）、開発許可面積基準に満た

ない場合であっても、ミニ開発の際に

築造が必要となる位置指定道路（一定

の基準に適合する私道で特定行政庁か

ら位置の指定を受けたもの）（同項 5

号）の負担を考慮しようとするものと

考えられ、この場合は開発許可面積基

準以上の要件の例外となる。ただし、

この場合においても、ミニ開発が宅地

として経済的に最も合理的である利用

方法であることを要するから、「その地

域」において同様のミニ開発が一般的

に行われていること、及び、画地割の

地積が「その地域」の標準的な宅地の

地積であることを要すると解される。 

(ﾎ) 以上のことから、要件②は、「原則と

して、地積が開発許可面積基準以上で

あること」、「戸建分譲が宅地として経

済的に最も合理的な利用方法であるこ

と」、「経済的に最も合理的な戸建分譲

を行う場合に公共公益的施設用地の負

担（として“道路の築造”）が必要であ

ること」の 3 つの要件に細分化するこ

とができる。 

(ﾍ) 平 16 情報は、「広大地に該当しない

条件」として、ⓐ既に開発を了してい

るマンション・ビルの敷地用地、ⓑ現

に大規模店舗、ファミリーレストラン

等、宅地として有効利用されている建

築物等の敷地、ⓒ原則として容積率

300％以上の地域に所在する土地、ⓓ

公共公益的施設用地の負担がほとんど

生じないと認められる土地、の 4条件



税大ジャーナル 19 2012. 8 

209 

を例示している（平 16情報 3⑵）。 

 条件ⓐ「既に開発を了しているマン

ション・ビルの敷地用地」は、（当該マ

ンション・ビルとしての使用が宅地と

して経済的に最も合理的である利用方

法であることを前提とすれば、）改めて

開発行為を行う必要性に乏しく、「開発

行為を行うとした場合」に該当しない

としているものと考えられる。なお、

評価対象地が既に開発行為を了した共

同住宅の敷地として有効に利用されて

いることから「広大地」には当たらな

いとした裁決事例がある（国税不服審

判所平 23･4･21 裁決(25)）。 

 条件ⓑ「現に大規模店舗、ファミリ

ーレストラン等、宅地として有効利用

されている建築物等の敷地」の意味に

ついて、平 17 情報は、条件ⓑが「比

較的規模の大きい土地の有効利用の一

形態として大規模店舗等を例示的に示

したもの」であり、現に大規模店舗等

の敷地として利用されている土地が条

件ⓑに該当するかどうかは「それらの

敷地がその地域の土地の標準的使用と

いえるかどうかで判定する」としてい

る（平 17 情報 2）(26)。したがって、

現に大規模店舗等の敷地として利用さ

れている土地については、それが郊外

路線商業地域（都市の郊外の幹線道路

（国道、都道府県道等）沿いにおいて、

店舗、営業所等が連続している地域

(27)）に存する場合には条件ⓑに該当す

る（＝広大地に該当しない）が、戸建

住宅が連続する住宅街に存する大規模

店舗、ファミリーレストラン、ゴルフ

練習場等は、その地域の標準的使用と

いえないから、条件ⓑに該当しない（＝

広大地に該当する可能性がある）こと

となる（平 17情報 2）。 

 条件ⓒ「原則として容積率 300％以

上の地域に所在する土地」については、

後述する（ニ（要件④）(ﾆ)）。 

(ﾄ) 条件ⓓは、要件②の趣旨そのもので

あるが、評価対象の土地が要件①を満

たし、その地域における標準的な宅地

の地積を目安として画地割を行うとし

ても、その場合においても公共公益的

施設用地の負担がほとんど生じない場

合であり、具体的には、例えば、上述

(ﾊ)の「ごみ集積所等の小規模な施設の

みの開設が必要な（ものの、道路の築

造は必要でない）土地」、「道路に面し

ており、間口が広く、奥行きがそれほ

どではない土地」（いわゆる“羊羹（よ

うかん）切り”による開発が可能な土

地）、「二方、三方及び四方が道路に面

している土地」（画地割後の各画地が既

存の道路に接するような開発が可能な

土地）などがこれに該当する。 

 また、その他の例として、いわゆる

“路地状開発”（“旗竿状開発”とも呼

ばれ、旗竿状の画地の“竿”に相当す

る部分を通路とするような画地割によ

る開発をいう。）により、新たな道路を

築造することなく開発可能な場合があ

る。路地状開発について争われた事例

として、被告（課税庁）が示した路地

状開発による分割図によれば公共公益

的施設用地の負担は必要ないと認定し、

広大地通達の適用がないと判断した裁

判例がある(28)。また、本裁決と同日付

でやはり広大地通達の適用の可否が争

われた事案について裁決が行われてお

り(29)、同裁決は、路地状開発により戸

建分譲を行うことが経済的に最も合理

性のある開発に当たる場合には、公共

公益的施設用地（として道路）の負担

の必要がないため、広大地通達の適用

がないと判断している(30)。 

ハ 要件③（評価通達 22－2《大規模工場
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用地》に定める大規模工場用地に該当し

ないこと）について 

評価通達の他項目との重複該当を排除

するための要件である。 

ニ 要件④（マンション適地に該当しない

こと）について 

(ｲ) この要件は、平成 16 年改正において

追加された。この要件の内容は、創造

的なものではなく、それまでもあった

要件②から導かれるものであり、確認

的に追加された定めであるといえる。

平 16情報は、平成 16年改正に関して、

評価通達における広大地が戸建住宅分

譲用地として開発され道路等の潰れ地

が生じる土地を前提としていること、

及び、土地価格比準表において、地域

の標準的な画地との比較で広大地と判

定される画地であっても一体利用する

ことが市場の需給関係等を勘案して合

理的と認められる場合には地積過大に

よる減価を行う必要がないとされてい

ることから、中高層の集合住宅等の敷

地として使用するのが最有効使用であ

るいわゆるマンション適地については

広大地通達の適用対象でないことを明

確にした旨記述している（平 16 情報

冒頭囲み書き、同 3⑵）。 

(ﾛ) 「マンション適地」とは、その宅地

について、経済的に最も合理的である

と認められる開発行為が中高層の集合

住宅等を建築することを目的とするも

のであると認められるものをいう。評

価対象の土地がマンション等の敷地と

して使用するのが最有効使用と認めら

れるか否かの判断は、その土地の周辺

地域の標準的使用の状況を参考にして

行う（平 16情報３(3)、平 17情報 4）

(31)。 

(ﾊ) 戸建住宅とマンションが混在してい

る地域（主に容積率 200％の地域）で

その土地の最有効使用を判断すること

が困難な場合には、評価対象の土地が

周囲の状況や専門家の意見等から判断

して明らかにマンションの敷地に適し

ていると認められる場合を除き、この

要件を満たすとされる（平 16 情報 3

⑶、平 17 情報 4）。平 16 情報は、マ

ンション適地の判断基準の参考として、

土地評価理論研究会の次の考え方(32)

を紹介していて、すなわち、マンショ

ン適地と判定すべき場合として、  

「イ 近隣地域又は周辺の類似地域に

現にマンションが建てられているし、

また現在も建築工事中のものが多数あ

る場合、つまりマンション敷地として

の利用に地域が移行しつつある状態で、

しかもその移行の程度が相当進んでい

る場合」、及び、「ロ 現実のマンショ

ンの建築状況はどうであれ、用途地

域・建ぺい率・容積率や当該地方公共

団体の開発規制等が厳しくなく、交通、

教育、医療等の公的施設や商業地への

接近性から判断しても、換言すれば、

社会的・経済的・行政的見地から判断

して、まさにマンション適地と認めら

れる場合」としている。 

 なお、本裁決もこの土地評価理論研

究会の考え方を踏襲している（2 の⑵

第 2段落）。 

(ﾆ) 一方、容積率が 300％以上の地域内

にあり、かつ、開発許可面積基準以上

の土地は、戸建住宅の敷地用地として

利用するよりもマンション等の敷地と

して利用する方が最有効使用と考えら

れ、何らかの事情により容積率を活用

できないような例外的な場合を除き、

原則として、容積率によって判定し広

大地には該当しない（平 16情報 3⑵、

平 17情報 4）。 
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⑸ 本裁決の評価 

本裁決は、平成 16 年改正により広大地

通達にマンション適地非該当の要件が追加

された後、法令解釈において、広大地から

マンション適地を除くとする広大地通達の

扱いが相当であると明示的に判断した初め

ての公表裁決であるとともに、マンション

適地非該当の要件事実の有無が判断の中心

となった事例としても初めての公表裁決で

ある。 

広大地通達におけるマンション適地の要

件は、上述のとおり、その内容が平成 16

年改正前からあった要件から導かれる確認

的な性格であり、その意味で、広大地から

マンション適地を除くとの扱いを相当とす

るのは至極妥当な判断といえる。 

本裁決の実質的な判断のポイントは、本

件土地がマンション適地に該当するか否か

の事実認定である。本裁決は、先例を踏ま

えつつ、「その地域」及びそこでの標準的な

宅地の利用の状況を認定し、本件土地がマ

ンション適地に該当すると判断しており、

文中で引用した路地状開発についての裁決

(33)と並んで、広大地通達の適用についての

典型的な事例として意義がある。 
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平成 15 年版』平 15･12･2 大蔵財務協

会 

肥後治樹編『同平成 22 年版』平 22･7･21

大蔵財務協会 

                                                      
(1) 本裁決では平成 17 年 5 月 17 日付課評 2－5 に

よる改正前の財産評価基本通達と記述されてい

るが、平成 17 年の改正の内容は、本事案に特に

影響しない。なお、平成 16 年の改正の内容につ

いては「3⑶ 広大地通達が定める広大地の評価」 
を参照されたい。 

(2) 本事案において、請求人及び原処分庁は、いず

れも本件土地の戸建分譲のための画地割を前提

に公共公益的施設用地の負担の必要の有無につ

                                                                         
いて主張しているが、本裁決は、その双方を排斥

して判断している。 
(3) 金子宏・租税法（第 15 版）516 頁、東京高判

平 12.9.26・税資 248 号 829 頁、東京高判平 
 5.3.15・行集 44 巻 3 号 213 頁等参照。 
(4) 評価通達の定めによって評価することが著し

く不適当と認められる場合の財産の価額は、国税

庁長官の指示を受けて評価することとされてい

る。 
(5) 大阪高判平 19.3.29・税資 257－10678、東京高

判平 18.3.30 税資 256－10359 等。 
(6) 広大地に当たるか否かが問題となった土地を、

例えば課税庁が示す分割図に従って開発する場

合には、公共公益的施設用地の負担は不要と認め

られるとした事例である。 
(7) 例えば、「『都市計画法』の規定に基づく開発行

為の許可等に関する審査基準」（東京都都市整備

局）1－1－2－1。 
(8) 広大地の評価額 ＝ 正面路線価 × 有効宅地化

率 × 各種画地補正率 × 地積 
(9) 広大地の評価額 ＝ 正面路線価 × 広大地補正

率 × 地積 
(10) 「その広大地の面する路線の路線価」は、その

路線が２以上ある場合には、原則として、それら

の路線の路線価のうち最も高いものである（広大

地通達注２）。 
(11) 広大地補正率は、端数調整を行わない（平 16
情報 3⑴注）。 

(12) 地積が 5,000 ㎡ を超える広大地については、

評価通達 5《評価方法の定めのない財産の評価》

により個別に評価するのが原則であるが、広大地

補正率の下限である 0.35 を適用して評価するこ

とは差し支えないとされている（平 16情報 3⑴）。 
(13) 平 16 情報は、広大地通達の適用を「宅地」に

限定せず、市街地農地、市街地周辺農地、市街地

山林及び市街地原野についても、広大地通達を適

用するとしている（平 16 情報 3⑷）。 
(14) 平 16 情報及び平 17 情報には、これらの要件

について判断する際のフローチャートが記載さ

れている（平 16 情報参考、平 17 情報参考 2）。 
(15) この判決は、「その地域」は売買実例によって

当該宅地の時価を把握することができる範囲の 
 地域と解すべきとの原告の主張を排斥している。 
(16) 不動産鑑定評価基準は、「近隣地域」の定義を

「対象不動産の属する用途別地域であって、より

大きな規模と内容とを持つ地域である都市ある

いは農村等の内部にあって、住居、商業活動、工

業生産活動等人の生活と活動とに関して、ある特

定の用途に供されることを中心として地域的に

まとまりを示している地域」とし、近隣地域が「対

象不動産の価格形成に関して直接に影響を与え
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るような性格を持つ」としている（下線は筆者に

よる。）。 
(17) 例えば、金子 宏『租税法 14 版』（弘文堂、

平 21）は、「（課税要件明確主義の観点から課税

要件として）不確定概念（抽象的・多義的概念）

を用いることにも十分に慎重でなければならな

い。」としている（71 頁）。 
(18) 伊藤滋夫『要件事実の基礎』（有斐閣、2000）
126 頁。 

(19) 「著しく地積が広大な」の要件は平成 16 年改

正前（評価通達に広大地通達が盛り込まれたのは

平成 6 年）と同じ表現であるが、平成 3 年まで広

大地の評価について定めていた昭和 55年 6月 24
日付東京国税局長通達「個別事情のある財産の評

価等の具体的な取扱いについて」では、“概ね 5
倍以上”であることが要件として明示されていた。 

(20) 前掲注⑺。 
(21) 不動産鑑定評価基準（平成 14 年 7 月 3 日国土

交通省）は、不動産の価格に関する原則の一つと

して「最有効使用の原則」を挙げ、その不動産の

効用が最高度に発揮される可能性に最も富む使

用を「最有効使用」と定義した上で、「不動産の

価格は最有効使用を前提として把握される価格

を標準として形成される。この場合の最有効使用

は、現実の社会経済情勢の下で客観的にみて、良

識と通常の使用能力を持つ人による合理的かつ

合法的な最高最善の使用方法に基づく」と記述し

ている（同第 4章Ⅳ）。 
(22) 同判決は、平成 16 年改正前の「開発行為」の

解釈として「宅地として経済的に最も合理的であ

ると認められる開発行為をいう」と判示し、同時

に、同改正後の「開発行為」については、平成

16 年改正が戸建住宅の分譲を前提として広大地

の地積だけを変数とする補正率を採用している

ことから、「経済的に最も合理的であると認めら

れる戸建住宅の分譲のための開発行為」と解すべ

きとしている。しかし、同改正後においても、「戸

建住宅の分譲のための開発行為」が経済的に最も

合理的であると認められない開発行為を前提と

して評価を行うことに意味がないのは改正前と

全く同様であるにもかかわらず、平成 16 年改正

の前後で「開発行為」の要件が変更になったと解

するのは不合理である。したがって、「開発行為」

及び「開発行為を行うとした場合」は、平成 16
年改正の前後を通じて、本文のように解すべきで

ある。なお、同判決は、広大地に当たるか否かが

問題となった土地の最も合理的な開発行為は、

「標準的な宅地の地積」程度に 2 分割することで

あり、道路等新たな公共公益的施設用地を負担す

る必要があるとは認められないと判示している。 
(23) 開発許可面積基準（各自治体が定める開発許可

                                                                         
を要する面積基準）は地域によって異なる。これ

に関しては、平 17 情報 1 及び同参考 1 により詳

細な記述がある。 
(24) 「ミニ開発」は、法令用語ではないので明確な

定義はないが、不動産用語としては、都市計画法

の開発許可を受ける必要のない程度の小規模な

建売住宅団地開発のことを指す。 
(25) 裁決事例集 83 http://www.kfs.go.jp/ service/
JP/83/21/index.html 

(26) これに対し、不動産鑑定評価基準は、「不動産

の最有効使用は、（中略）標準的使用の用途と異

なる用途の可能性があるので、（中略）個別要因

の分析を行った上で最有効使用を判定する」とし

（同基準 6 章 2 節Ⅱ2.⑷）、「（現実の）建物及び

その敷地と更地の最有効使用の内容が必ずしも

一致するものではない」としており（同⑸）、不

動産鑑定評価基準と広大地通達とではこの場合

の評価の考え方が異なっているように思われる。 
(27) 土地価格比準表における定義。なお、「連続」

は原文では「連たん」（連檐＝れんえん、れんた

ん＝“ひさしを連ねる”の意。）を使用している。 
(28) 東京高判 平 18.3.28・税資 256－10355。 
(29) 裁決事例集 74－342。評価対象の土地につき、

路地状開発により戸建分譲を行うことが経済的

に最も合理性のある開発に当たる場合には、公共

公益的施設用地の負担の必要性がないため、広大

地に該当しないとした事例である。 
(30) 他に、いわゆる「路地状開発」の適否が争われ、

広大地評価を認めた裁決事例として、国税不服審

判所平 23･5･9 裁決（裁決事例集 83 http://
www.kfs.go.jp/service/JP/83/22/index.html）が

ある。 
(31) 前掲注(26)。 
(32) 土地評価理論研究会『特殊な画地と鑑定評価』

（1993 年 8 月 清文社）。 
(33) 前掲注(29)。 


